
子
会
社 

支
社 

支
店 

委
託
先 

秘密管理性 
認定水準 

秘密管理性 
認定水準 

委
託
先 

支
店 

支
店 

子
会
社 

判断基準 

＝情報共有先
全体？ 

判断基準 
＝原則、法人 

（法人内部では独立
判断単位毎※） 
※情報管理の方法や違
反者に対する処分等に
ついて自律的権限を持
つ事業本部、支店等。 

不正使用 

差止め 

NDA締結 
してない 

不正使用 

意思の明示 
（例）送付状 
※注 立証面
で「口頭」は
非現実的。 

1箇所の共有先（関連会
社・委託先等）の管理不徹
底によって、情報流出が止
められない？ 

中小企業等 
取引先 
子会社 

取引先 

中小企業等 取引先 
取引先 
子会社 

関連会社・委託先との営業秘密共有 取引先による不正使用 

営業秘密管理指針の全部改訂（平成２７年１月） 

懸 念 

明確化 

懸 念 

明確化 

自社の営業秘密が業務委託先や取引先によって不適切に使用される場合の保護範囲を明確化。 

差止め 

差止め 差止め 
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産業構造審議会第6回知的財産分科会資料に基づいて、文部科学省作成 

経産省 確認済み 



 企業が技術的知識を導入するに当たっての大学・公的研究機関側の問題点 
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要修正 技術的知識を導入するにあたり国内外の大学等・公的研究機関側において問題だと考えること 
(国内・国外の双方から技術的知識を導入した経験ありと回答した企業を対象) 

出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告2013」NISTEP REPORT No.160（平成26年9月）を基に文部科学省作成 

51.6%

39.7%

32.6%

29.3%

23.9%

23.9%

21.2%

20.7%

16.3%

15.8%

15.2%

14.7%

14.7%

10.9%

8.7%

8.2%

2.2%

31.0%

27.7%

10.9%

17.4%

8.2%

19.0%

12.5%

8.7%

8.2%

4.3%

16.8%

4.3%

24.5%

2.2%

4.9%

2.7%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1. 実用化につながる研究成果が少ないこと

5. 契約が円滑に結べないこと（煩雑、時間がかかりすぎるな

ど）

4. 研究のスピードが遅いこと

15. 共同研究の成果を特許にする場合の条件

8. 産学連携本部・技術移転機関（TLO）などの仲介組織の機

能が不十分

11. 特許・企業秘密等の使用許諾を受ける際に、条件が厳し

すぎること

3. 企業側の技術情報を他社に漏らされてしまうこと

2. 大学等・公的研究機関の側に研究資金の使用に関する制

約があること

6. 意思決定のスピードが遅いこと

13. 産学連携に関する体制整備が不十分（ルールが未整備・

窓口が一本化されていないなど）

16. 問題はない

9. 研究成果を公表してしまい特許権が取得できないこと

12. 共同研究・委託研究で企業側が支出する金額が高額すぎ

ること

10. 特許の質が低いこと

7. 研究成果についての情報発信が少ないこと

14. 共同研究をしても企業側の意見が取り入れられないこと

17. その他

国内の大学等・公的研究機関（N=184）

国外の大学等・公的研究機関（N=184）
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技術流出防止マネジメントについて 
（安全保障貿易管理関係の観点） 

・安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用） 
（平成２２年改訂） 

貨物の輸出のほか、技術提供の管理も含む
ことを明示したいため、「安全保障輸出管理」
を「安全保障貿易管理」に修正いたしました。 

経産省 確認済み 



 

・意図せざる技術流出や法令違反を未然に防止するために、研究者一人一人の外為法規制の理解と遵守活動の実践が必要
不可欠である。 

・外国に向けて又は非居住者に、技術提供を行おうとするときは、必ず外為法に基づく許可が必要か否か確認しなければなら
ない。 

安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）概略 

出典：「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）改訂版」経済産業省（平成２２年３月１７日） 

技術提供の機会  具体例 主な注意点

留学生・外国人研究者の受入れ

○実験装置の貸与
○技術情報をＦＡＸやＵＳＢメモリを用いて提供
○電話や電子メールでの提供
○授業、会議、打合せ
○研究指導、技能訓練 など

○居住性
○公知の技術
○基礎科学分野
○再提供の可能性
○帰国時の持ち出し
○外国ユーザーリスト

他大学や企業との共同研究

○実験装置の貸与
○技術情報をＦＡＸやＵＳＢメモリに記憶させて提供
○電話や電子メールでの提供
○会議、打合せ など

○居住性
○公知の技術
○基礎科学分野
○商品開発の狙い
○外国ユーザーリスト

研究試料などの持ち出し
○サンプル品の持ち出し
○自作の研究資機材を携行 など

○外為法上の「貨物」
○外為法上の「輸出」

施設見学
○研究施設の見学
○工程説明、資料配付 など

○公知の技術
○再提供の可能性

非公開の講演会・展示会
○技術情報を口頭で提供
○技術情報をパネルに展示 など

○公知の技術

＜大学・研究機関でよく見られる技術提供や輸出の機会の例＞ 

 
・ 組織における輸出管理担当部署や責任者を選任する。 
・ 各機関がそれぞれの実情を踏まえ、組織内の責任体制と役割分担、管理のためのルールなどを明確に定めた具体的な

自主管理体制の構築に向けて取り組むことが重要である。 
・ 最新の法令情報を収集し、関係部署に周知及び指導を行う。 
・ 監査の体制及び手続を組織的に定め、定期的に監査を行う。 
・ 無許可で規制対象技術を提供したことを知った場合又は提供したおそれがある場合には、輸出管理部署へ早急に報告

し、組織として対策を講じるとともに、速やかに経済産業大臣に報告をする。 

効果的な自主管理体制の整備に係る主な事項 

基本的考え方 
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経産省 確認済み 



 

・ 提供する技術が、大量破壊兵器の開発のために利用されるおそれや、大量破壊兵器の開発を行っているおそれのある懸

念国や組織出身の研修生や留学生に対するものではないかなど、用途や相手先を慎重に検討しなければならない。 

・ 外国の機関や非居住者から技術提供依頼を受けたら、相手に技術を提供する前に具体的な内容を確定させ、該非判定を

行う。 

・ 学科や研究室の担当者など、技術提供に関わる者が、手続に従って必要な事項を判定し、責任者の判断を仰ぐ。 

・ 留学生や研修生は、来日して６か月未満は外為法上、「非居住者」となることに留意する。 

・ 来日後６か月経過して「居住者」となった留学生などが、帰国後、外国において技術を再提供することがあらかじめ分かって

いる場合などは、技術資料の外国への持ち出しなどによる技術の提供に際し、規制の対象の技術提供の有無について確

認する必要がある。 

・ 外国の機関などとの共同研究を実施する場合で、特定の製品への応用を目的としている場合には、提供技術の中に規制対

象技術が含まれているかどうか確認する必要がある。 

・ 試供品等を海外に持って行く場合でも、使われている材料等の仕様によっては規制対象となることがあるので、許可を取得

する。 

・ 一つの技術でも、複数の項目にまたがって規制されている場合があるので、判定に際しては注意する。 

・ 将来的に公表を行う予定の技術提供であっても、 許可が必要になる場合もあり得る。 

・ 技術提供を行うに当たっての取引審査において、相手先の所在が確定しているか、提供しようとする技術の用途を相手先が

明確に提示しているか又はその他用途に疑問が無いかなど、安全保障上懸念が無いことを明らかにする。 

・ 該非判定や取引審査の結果、許可が必要な場合には、機関で定めた最終取引判断権者によって、機関として、当該技術の

提供の適否を判断する。 

・ 許可を取得した範囲内で、役務提供を行うようにする。 

・ 技術提供に係る文書や電磁的記録を保存するようにする。 

安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）概略 

出典：「安全保障貿易管理に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）改訂版」経済産業省（平成２２年３月１７日） 

海外との共同研究等に係る主な事項 
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安全保障貿易管理に関する状況 
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出典：文部科学省 大学等産学官連携自立化促進プログラム実施事業 
大学・研究機関を対象とした安全保障輸出管理に関する調査報告書 
２０１２年７月国際・大学知財本部コンソーシアム（ＵＣＩＰ）法務調査研究部門 

6

24

79

①専門の教員

がいる

②専門の職員

がいる

③専門の教職

員はいない

28

37

54

①兼任の教

員がいる

②兼任の職

員がいる

③兼任の教

職員はいな

い 0

2

4

6

8

10

12

14

16

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

51

41 ①はい

②いいえ

41

56

①はい

②いいえ

14

3924

17

6

①はい

②いいえ

③特に輸出管理だけの状況

はなく法令遵守条項のみ

④相手先によって条項があ

る。

⑤その他

輸出管理部門に輸出管理専門又は
専任の教員又は職員はいますか？ 
（複数回答可） 

輸出管理の兼任教員又は職員はいま
すか？（複数回答可） 

外国の研究者を受け入れる際
に、輸出管理上の確認を行ってい
ますか？ 

共同研究契約の際、輸出管理の観点か
ら、提供予定の技術情報・マテリアル及
び相手先に関する審査を行っています
か？ 

契約書に輸出管理に関する条項はありますか？ 

輸出管理業務に従事している教職員数
（専任・兼任合計） 

経産省 確認済み 
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その他 
（国際産学官連携、職務発明等） 

・国際産学官連携に関する議論 
・職務発明制度（特許法３５条）を巡る最近の動向 



国際産学官連携において想定されるリスク要因 

●プラスの側面 
・日本の大学等の研究レベルの向上や優秀な研究者の輩出 
・産学官による新たな融合領域の形成などの可能性向上 
・グローバルでの成長が見込める研究の国際展開 
・知的財産の権利取得・活用の国際的な活動 

 

（１） 軍事研究に係る共同研究等における信頼の失墜につながるリスク 
安全保障貿易管理上の問題。 

  

（２） 日本企業の競合企業等との連携が信頼の失墜につながるリスク 
我が国の大学等が、日本企業と競合関係にある外国企業と連携することについては国内において一部批判が存在。 

  

（３） 研究成果の取扱いを通じて信頼の失墜につながるリスク 
 研究開発力強化法（第４１条）では、国の競争的資金等により行われる研究開発の成果について、我が国の国際競争力の維持に支障を及ぼす

こととなる国外流出の防止に必要な施策を講ずることを要求。 大学・研究機関がライセンス契約の際に注意することは、「第三者の特許権の非
侵害を保証しないこと」、「ライセンシーとしての適格性」、「軍事機関へのライセンス」、「各国のライセンスに関する規制」等。 

 

（４）共同研究等における金銭の損失につながるリスク 
外国企業との共同研究等においては、研究費等の不払いや遅延、外貨での受け取りや外国送金に伴う経費等の発生など。 
対応次第では、大学・研究機関側が大きな損失。 

  

（５）法務の体制と契約リスクマネジメント 
外国企業等との連携においては、相手方企業が属する国の法律や法令を理解することが必要となってくる。 

 

「我が国の国際競争力の維持に支障を及ぼすこととなる国外流出」に該当
するかの観点は、以下の通り 

・移転先の所在、資本比率等 
・研究開発の成果が活用される場所 

・国内企業等が重要な研究成果に対しアクセスすることが困難となるおそ
れ 

・国内企業の国際競争力の維持に対する不利益 

 研究開発力強化法 
（研究開発の成果の国外流出の防止）  
第四十一条  国は、研究開発の成果の適切な保護を図るため、国の資金に

より行われる研究開発の成果について、我が国の国際競争力の維持に支
障を及ぼすこととなる国外流出の防止に必要な施策を講ずるものとする。  

２  研究開発法人、大学等及び事業者は、その研究開発の成果について、

我が国の国際競争力の維持に支障を及ぼすこととなる国外流出の防止に
努めるものとする。 

出典：文部科学省 平成23 年度「大学等産学官連携自立化促進プログラム【機能強化支援型】」 
国際的な産学官連携推進活動に関する調査・研究  外国企業等との共同研究等におけるリスクマネジメント 

●マイナスの側面 
・国内産業の活性化などの施策と相反 

・我が国の大学等の知的財産の国外流出につながるので
はないかと懸念する向き 

 

●プラス 
・日本の大学・研究機関の研究レベルの向上や優秀な研究者の輩出 
・産学官による新たな融合領域の形成などの可能性向上 
・グローバルでの成長が見込める研究の国際展開、知的財産の権利取得・活用の国際的な活動へのシフト 

  
●マイナス 

・大学等が外国企業から共同研究等を受け入れることは、国内産業の活性化などの施策と相反 
・我が国の大学等の知的財産の国外流出につながるのではないかと懸念する向き 
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国際産学官連携に対する指摘 

想定されるリスク要因等 



国際産学官連携活動の状況 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

実施件数 127 179 185 214 198 210

研究費受入額（千円） 723,072 705,927 660,014 1,073,853 880,625 903,044

実施件数 14,974 14,779 15,544 16,302 16,925 17,881

研究費受入額（千円） 32,977,658 29,308,552 31,406,935 33,432,897 34,148,249 10,543,129

平成２４年度 平成２５年度

権利数 473 417

収入額（千円） 275,182 213,983

実施件数 4,872 5,014

収入額（千円） 902,307 1,501,161

外国企業

国内企業

共同研究実施件数／研究費受入額

特許権実施許諾等権利数／収入額

外国企業

国内企業
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グラフ化 

出典：文部科学省「平成２５年度 大学等における産学連携等実施状況について」 



共同研究、受託研究における外国企業特有の課題・問題点 
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国内大学からみた、共同研究、受託研究における外国企業特有の課題・問題点 （複数回答可） 

出典： 平成２５年度特許庁大学知財研究推進事業 知的財産活用に資する大学の組織的取組に関する研究報告書 

※国内の82 校の産学連携推進本部に相当する組織に対して、アンケート調査。研究対象大学は、主として2010 年から2012年の特許出願公開件数及び国
際特許出願公開件数の多い大学、並びに意匠登録件数の多い大学の中から選定したもの。当該設問には、81校が回答。 

【具体的なコメント】 
 

●交渉における負荷 

・契約書及び交渉が英語またはその他の外国語の
ため、非常に手間がかかること 

・契約書が膨大な量であり、負荷が大きいこと 
・弁護士などの専門家を雇えば費用がかかること 

・契約内容に関して相手が強硬な姿勢のため、合
意に達するまでタフな交渉が求められること 

 
●契約条件 

・研究成果（知的財産権）は全て外国企業の所有
になるという条項があること 

・研究成果が厳しく求められるケースがあること 
・守秘義務が厳しいこと 

・秘密漏洩時の巨額の損害賠償が条項に含まれて
いたこと 



職務発明制度（特許法３５条）を巡る特許法改正の検討状況 

平成１６年改正法 

国会提出法案 

【概略】職務発明に関する「特許を受ける権利」は、発明者（従業者）に
帰属し、使用者は従業者から当該権利を承継。その対価として、
使用者は従業者に「相当の対価」の支払い。 

「相当の対価」は、使用者と従業者との間で、所定のプロセスを通
じて決定。 

【背景】近年の企業におけるイノベーションの変化の実態に必ずしも対
応していない側面があり、いくつかの問題が顕在化しつつある。 

 

【概略】研究者のインセンティブを確保することを前提に、権利帰属の
不安定性を解消するために、以下の方向性で検討。 

①あらかじめ特段の定めをしたときは、職務発明に関する「特許
を受ける権利」は、初めから使用者帰属。 
※従業者帰属を希望する法人等（例えば大学・研究機関）は、従前どお

りあらかじめ意思表示をしなければ従業者帰属を選択することも可
能。 

②発明成果に対する報いとなる経済上の利益を従業者に付与す
る義務を課すことを法定。現行の法定対価請求権と実質的に
同等の権利を保障。 

③発明のインセンティブ施策についての使用者・従業者間の決定
手続に関する指針を経済産業大臣が策定することを法定化。 

特許を受
ける権利 

「特許を受ける権利」を使
用者に承継する。 

現行の法定対価
請求権と実質的
に同等の権利を
保障する 

特許を受
ける権利 

使用者 従業者 

使用者 従業者 

初めは従業者帰属 

初めから使用者帰属 

「相当の対価」 
を支払う 

 

平成２７年３月１３日 閣議決定 
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